
浅草北部地域は、震災時に特に甚大な被害が想定される地域であり、

大規模な市街地火災や都市機能の低下を防ぐとともに、住環境の整備・

機能の向上を図るため、令和８年度より新たに助成制度を開始しました。

上限１４０万円 上限１００万円

２つ合わせて
最大２４０万円

※必ずしも２４０万円全額が支給
されるわけではありません

こんな方におすすめ！

建替えを考えている

古い建物を除却したい

少しでも費用をおさえたい

対象区域

●日本堤一丁目

●日本堤二丁目

●東浅草二丁目

①建築物除却助成 ②建築設計費助成

※予算がなくなり次第終了

お問い合わせ先 地域整備第二課

電 話 番 号  03-5246-1366

メールアドレス  chiiki02.99t@city.taito.tokyo.jp
1/44/4

〇印の書類等は必ず添付
してください。
△印の書類等は場合によ
り添付を要しますのでお
問い合わせください

明治通り

地方橋通り

区公式HP

・申請時に事前相談が必要です。その際は、来庁をお願いしております。
・書類の審査に１か月程度時間を要しますので、余裕をもって書類を
ご提出ください。



建築物除却助成

【以下のすべての要件を満たす方】

①個人又は中小企業者であること（宅地建物取引
業者が販売を目的とする場合を除く）

②住民税を滞納していないこと

①自己等が所有している平成８年５月
３１日以前に建築された建築物の除却
であること

②除却後の敷地は防災上安全かつ
良好な空地として管理すること
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①②のいずれか小さい額かつ

上限１４０万円

次のいずれかに該当する場合は、「建築物除却助成」及び「建築設計費助成」の助成対象外となりますので
必ずご一読ください。

（１）都市計画事業等により、土地の買取り又は損失補償等の代償を受けることができる場合

（２）新しく建てる建築物について、市街地再開発事業・特定優良賃貸住宅供給事業等、

建築工事又は除却工事に伴う助成金・補助金・交付金等の交付を受ける場合、又は過去に受けた場合

（３）各助成の承認を受ける前に着手した場合

【以下のすべての要件を満たす方】

①個人又は中小企業者であること（宅地建物
取引業者が販売を目的とする場合を除く）

②住民税を滞納していないこと

①建築設計・工事監理に要する経費

②補助対象床面積に応じた額

①②のいずれか小さい額かつ

上限１００万円

建築設計費助成
戸建建築物等へ建替える場合、建築設計・工事監理に関する

経費の一部を助成します。

建築物除却助成上限１４０万円と建築設計助成上限100万円合わせて

最大２４０万円
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助成額

①除却工事及び除却後の敷地の整地工事に要する経費

②除却単価に延べ面積を乗じた額

木造：36,000円／㎡・非木造：51,000円／㎡

（令和８年４月７日現在）

助成額

※必ずしも２４０万円全額が支給
されるわけではありません
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注意事項

こちらは「建築物除却助成」を利用した方が対象です。

「建築設計費助成」の単独の利用はできません

4/4をご参照ください！

助成対象者 主な助成要件

助成対象者

①耐火建築物等又は準耐火建築物であること
※ただし、除却前の建築物と同等以上の耐火

建築物であること

②戸建建築物等であること
※自己等が所有する１つの建築物に１つの

住戸を持つ住居専用建築物若しくは住商工
併用建築物又は商工専用建築物であること。

③敷地が建築基準法第４２条第２項の道路に
面する場合、狭あい道路拡幅整備事前協議を
行うこと

④原則、敷地面積が５０㎡以上であること

⑤形状、外壁等の色彩が周辺の環境に配慮し
たものであること

⑥共同住宅にあたっては、一戸当たりの住戸
面積が２５㎡以上であること

主な助成要件

建築物の全部を除却する場合、除却工事に要する
経費の一部を助成します。
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